
附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第87特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）の明細
並びに減損損失累計額

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額 減 損 損 失 累 計 額

差引当期末残高 摘要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

建 物 7¶793¶963¶802 2¶365¶807¶546 4¶518¶932 10¶155¶252¶416 1¶379¶183¶151 450¶412¶649 1¶102¶732 ` ` 8¶774¶966¶533

構 築 物 1¶143¶520¶445 360¶511¶396 ` 1¶504¶031¶841 210¶431¶162 63¶669¶182 ` ` ` 1¶293¶600¶679

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

船 舶 62¶225¶850 28¶958¶479 2¶396¶300 88¶788¶029 29¶151¶400 8¶666¶754 ` ` ` 59¶636¶629

車 両 運 搬 具 364¶334¶581 21¶106¶374 6¶282¶434 379¶158¶521 314¶295¶637 21¶430¶956 ` ` ` 64¶862¶884

工具器具備品 23¶091¶308¶537 3¶435¶832¶689 742¶777¶004 25¶784¶364¶222 13¶319¶601¶097 2¶923¶779¶240 ` ` ` 12¶464¶763¶125

計 32¶455¶353¶215 6¶212¶216¶484 755¶974¶670 37¶911¶595¶029 15¶252¶662¶447 3¶467¶958¶781 1¶102¶732 ` ` 22¶657¶829¶850

（賃貸等不動産関係）

当法人は、賃貸等不動産を保有しているが、賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため注記
を省略している。

（資産除去債務関係）

１．資産除去債務の内容についての簡潔な説明

当法人が所有する建物において、封じ込め処理済みのアスベストを有している。当該施設
の廃棄にあたり、石綿障害予防規則等によりアスベストを除去する義務について、資産除去
債務を計上している。

２．支出発生までの見込期間、適用した割引率等の前提条件

支出発生までの見込期間をアスベストを有する建物の平均残存耐用年数（13年）と見積り、
割引率は当該期間に見合う国債の流通利回り（1•255％）としている。

３．資産除去債務の総額の期中における増減内容

資産除去債務の残高の推移は次のとおりである。

（単位：円）

適用初年度の期首における計上額 時の経過による調整額 期 末 残 高

403¶359¶923 5¶062¶167 408¶422¶090

（不要財産に係る国庫納付等関係）

１．不要財産としての国庫納付等を行った資産の種類、帳簿価額等の概要

資産の種類：現金 帳簿価額：1¶228¶251円

２．不要財産となった理由

平成19年２月５日に譲渡した土地の譲渡収入について、独立行政法人通則法の一部を改正
する法律（平成22年法律第37号）附則第３条の規定に基づき、政府出資等に係る不要財産の
譲渡に相当するものとして平成23年３月23日に文部科学大臣より定められたため。

３．国庫納付等の方法

現金納付

４．譲渡収入による現金納付等を行った資産に係る譲渡収入の額

1¶228¶251円

５．国庫納付等に当たり譲渡収入により控除した費用の額

0円

６．国庫納付等の額

1¶228¶251円

７．国庫納付等が行われた年月日

平成23年４月18日

８．減資額

792¶701円

（その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報）

東日本大震災関係

平成23年３月11日に発生した東日本大震災により、八戸工業高等専門学校・一関工業高等
専門学校・仙台高等専門学校・鶴岡工業高等専門学校・福島工業高等専門学校・茨城工業高
等専門学校・小山工業高等専門学校・群馬工業高等専門学校における施設・設備等において
相当な被害が発生した。これにより、一部の高等専門学校において卒業式の中止や入学式の
延期などの影響が出ているが、現在、早期の復旧を目指し、被災した施設・設備等の詳細調
査及び点検・補修等に着手している。

なお、当該対象固定資産については、（貸借対照表関係）「３．減損関係 ]減損の兆候が認
められたが、減損を認識しなかった固定資産」に含まれている。

また、東日本大震災に係る被害額については、現状において復旧に向けた作業を継続中で
あることから、復旧費用を含めた被害総額の合理的な見積は現時点では困難である。

なお、当該復旧費用に対しては見合いの運営費交付金収益・施設費収益が計上される予定
であり、翌年度以降の最終的な損益には影響がない見込みである。
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